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要旨：気候変動対策として温室効果ガス排出の抑制と再生可能なエネルギー供給の推進に向け、
我が国では 2018 年に再エネ海域利用法が制定された。洋上風力発電の事業化支援に向け、洋上空
間の長期占有が認められ、指定された推進区域では協議会を通じて利害調整が進められている。本
研究では、文献調査や聞き取りを通じて、洋上風力発電に関連するステークホルダーの利害関係の
構図化とその分析を行った。ステークホルダーの多様性に対し、法規上の協議会の構成は限定的で
包摂性が乏しいと考えられた。民間企業としての分類される事業者の利害は一様ではなく、製造、
組立、施行、管理、投融資など多様な事業形態があり、本社や株主の所在地なども多様でありうる
ことが分かった。こうした多様性に留意したステークホルダー分析を踏まえ、参加型合意形成と持
続可能な海洋経済を通じた地域社会の利益の増進に資する制度的発展を進めることが肝要である。 

キーワード：洋上風力発電、再エネ海域利用法、ステークホルダー分析，持続可能な海洋経済、
推進区域協議会 

Abstract：  In order to promote measures for reducing greenhouse gases emissions and 
promoting renewable energy in the context of tackling climate change, the Act on the Use of 
Marine Space for Renewable Energies was adopted in Japan in 2018 to allow the long-term 
ocean use and facilitate stakeholder coordination. In this study, the mapping and analyses were 
carried out on multi-stakeholder interests. The statutory council was rather limited in its 
membership and fell short of stakeholder inclusiveness. The private sector holds diverse 
interests depending on the types of business operation such as manufacturing, assembly, 
construction, maintenance and finance and on the location of headquarters and shareholders. 
Based on the stakeholder analyses that note diverse interests, it is deemed as vital to support 
institutional development that is conducive to participatory consensus building and the 
advancement of local community’s interests through sustainable ocean economies.   

Key Words： Offshore wind power generation, Act on the Use of Marie Space for Renewable 
Energies, stakeholder analysis, sustainable ocean economy, council for the promotion areas 
 

 
はじめに 

 
2021 年 4 月 22-23 日、アメリカ・バイデン大統領が主

催した気候リーダーサミットにおいて、菅総理は、2030年

までに 2013 年比で温室効果ガス排出を 46-50％削減する

目標を表明した（外務省, 2021）。この目標達成には、我が

国のエネルギー・システムを化石燃料依存から脱却し、再

生可能なエネルギー利用の拡大を図るといったエネルギ

ー・ミックスの転換が急務となっている。これは、パリ協

定実施に向け、日本政府が2016 年の地球温暖化対策計画

を踏まえ国連気候変動枠組み条約事務局に提出した 2030
年までに2013年度比で温室効果ガスを26%削減する目標

を大きく上回る（UNFCCC, 2020）。化石燃料から再生可

能なエネルギーへの構造改革を求める国際社会の期待に

日本が答えていく大きな前進とも考えられる（UNEP, 2019, 
UNDP, 2020）。 
日本における再生可能なエネルギーの推進に向けた施

策に関しては、2018 年 11 月に「海洋再生可能なエネルギ

ー発電設備の整備に係る海域の利用の促進に関する法律

（再エネ海域利用法）」が制定され、洋上風力発電の拡大

を通じた再生可能なエネルギー推進が加速化するものと

して注目されている（参議院, 2018）。この再エネ海域利用

法は、洋上風力発電を促進するために海域の占有を認め、

海洋再生可能エネルギー発電設備整備促進区域（促進区域）

を指定する手続きを規定し、促進区域を 2030 年度までに

5 つ指定することが目標として掲げられた（経済産業省, 
2019a）。発電技術開発、投資、制度改革、啓発活動などを

通じて、洋上風力発電推進基盤の拡充がこれまで提唱され

てきた（石原, 2013, 安田, 2013）。今回の再エネ海域利用法

報告 
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によりそうした基盤整備が制度化されつつある。その一方

で、洋上風力発電については、様々なステークホルダーが

関連してくることから、同法の規定では、この協議会を設

置し実施に関し必要な協議を行うと規定しているが、それ

以上の詳細な規定はなく、運用は各地域に委ねられている

とも考えらえる。海域の利用者や利害を有する多様なステ

ークホルダーが存在する一方で、利害調整や合意形成の制

度運用年数は浅く、先行して既存組織が活動していたわけ

でもない。同法が規定する協議会が地域での利益調整や合

意形成を促していく上でどのように運用されていくのか

を注視していくことが重要と考えられる。 
ステークホルダーの利害調整や合意形成の考察はこれ

までも行われてきた（Blodgett, 2001; Wever et al., 2015; 滝
澤・清野, 2019; 小野他, 2014）。本稿では、近年、洋上風力

発電開発の動きが活発になっている秋田沖を例に、洋上風

力発電に関する利害などを踏まえたステークホルダー分

析を行いその結果を示すことで、効果的利害調整に繋がる

制度的発展に資する視座の提供を目指す。 
 
１． 研究の方法 

 
まず、2018年に洋上風力発電推進を目指し制定された再

エネ海域利用法の下での協議会に関する規定に照らし、協

議会の法規上の機能を確認する。その上で、2019 年 5 月

14-16 日に秋田県秋田市および能代市において行った半構

造化インタビュー、およびその後2020年6-12 月にかけて

行ったの電話等による補足的インタビュー、ならびに並行

して行った文献調査の結果をとりまとめ、ステークホルダ

ー分析の手法を用いて考察した。考察は統計的分析ではな

く、インタビューでの発言内容を解釈、整理することに重

きを置いた（松浦他, 2012）。具体的な手順としては、(1)ス
テークホルダーの抽出、(2)半構造インタビューの実施、(3)
ステークホルダーの利害・関心の分析、(4)ステークホルダ

ーの相互関係の分析を行った（馬場他 2012）。ステークホ

ルダーの利害や関心の分析は俯瞰的視点に立ち、全体像の

把握および相乗効果や二律背反（トレードオフ）の関係な

ども明らかにするよう努めた（Hörisch et al, 2020; 
Gooyert.et al, 2017）。また、ステークホルダーの利害や関心

および相互の関係性を構図化することを試みた。なお、秋

田港、能代港で洋上風力据付工事が進められているが、秋

田県が管轄する港湾内の計画で、再エネ海域利用法の対象

外であり、漁場との競合がないとの理解から本稿では考察

の対象に含めていない。 
その上で、再エネ海域利用法の下で設置されている推進

区域の協議会へのステークホルダーの参加に関し、制度や

運用上で課題について考察し、今後の効果的な発展に向け

た視座の提示を試みた。 
 
２．結 果 
 
２．１ 協議会の法的位置づけ 
再エネ海域法第8 条5 項では、「（経産大臣および国交大

臣は（中略）当該協議会の意見をきかなければならない。」

と定め、第 9 条では、「経産大臣、国交大臣および知事は

（中略）協議会を組織することができる」と定めている。

同条2項でその構成員を (1) 経産大臣、国交大臣および知

事、(2) 農林水産大臣および市町村長、(3) 関係漁業者の組

織する団体その他の利害関係者、学識経験者その他の経産

大臣、国交大臣および知事が必要と認める者と規定してい

る。 
２．２ 秋田県沖洋上風力発電敷設の経緯と進展 
秋田県は、2015 年の「秋田未来総合戦略」、2016 年の第

2 期秋田県信エネルギー産業戦略で新エネルギー関連産業

育成の一環として洋上風力発電拡大に向けた施策が検討

されてきた（菅原, 2017）。都道府県別風力発電賦存量（推

定される利用可能な発電量）では、秋田県は北海道、青森

県、岩手県についで4 番目、国内風力発電実績は全国最大

となっている（環境省, 2009; 経済産業省, 2021b）。 
再エネ海域利用法は 2019 年 4 月 1 日により施行された

（内閣府, 2019）。促進区域指定ガイドラインに従い、経済

産業省は 15 の区域で協議会の組織や風況・地質調査の開

始予定を発表した（経済産業省, 2019b）。秋田県では、能代

市・三種町・男鹿市沖、由利本荘市沖、次いで八峰町・能

代市沖が推進区域に選定され、潟上市・秋田市沖が有望区

域に追加された（図１）。 
２．３ 秋田県沖洋上風力発電敷設を巡るステークホル

ダーの利害関係 
 洋上風力発電敷設に関する合意形成を巡っては、多様な

利害関係者が絡むことから、様々なステークホルダー分析

が必要となり、一般的には、風力発電設備の社会的受容性

を検討する上で、(1)敷設予定地の地域住民、(2)漁業者、(3)
事業者、(4)自治体、(5)NPO等が想定されている（宇佐美, 
2014, 會田, 2017）。地域住民を更に、定住者や週末来訪者

（別荘所有者）に分類したり、土地所有者を別枠にしたり

するなどの細分化の試みも見られる（Johansen, 2019）。ま

た事業者についても、設備所有者、投資家、部品供給者、

施行者、下請け業者、維持管理者等に分類する試みもなさ

れている（Ahsan and Pedersen, 2018）。こうした属性による

ステークホルダーの類型化手法を踏まえ、(1)事業者（地元

風力発電事業者、首都圏大手開発事業者）(2)行政（自治体）、

(3)漁業者（地域漁協関係者）、(4)NPO（地元）、(5)学識経験

者（地元）を主要なステークホルダーとして位置付け、洋 
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図 1 秋田県沖洋上風力発電促進区域・有望区域 
 
上風力事業がもたらす環境、経済、社会的便益および悪影

響に関し半構造インタビューを 2019 年 5 月 14-16 日に対

面で1~2 時間程度、それ以降は主に電話と面談を0.5~1 時

間程度を併用して行った。 
地元風力発電事業者は、インタビューの中で、洋上風力

発電推進により温暖化対策への貢献という社会的に意義

ある取組に参画するとともに、地域経済への活性化や雇用

機会の拡大などへの期待を示した。一方、日本企業が風力

発電のブレード生産から撤退していることから、ブレード

の生産拠点を地元に創出することは考えにくく、また、外

資系メーカーが現地に生産拠点を構築することも期待し

にくいと考えられることから、風力発電設備の組立、施工、

保守点検などへの地元企業の参画が現実的との指摘があ

った。一方、県内の金融機関の参入については、資金規模

が限られていることから、首都圏の大手金融機関や投資銀

行の資本に頼らざるを得ず、地元地方銀行の参入には障壁

があるとの話があった。また、現在先行する風力発電の支

柱を海底に固定する着床式風力発電設備施工は、土木事業

を実施する企業が得意とし、支柱の土台を洋上に浮かせ、

海底に固定したアンカーにワイヤで繋いで係留する浮体

式設備は船舶関連事業社が主導しており、費用対効果での

優位性については、議論が分かれているものの、公共事業 

表 1 主な質問項目 

  
受注やコンソーシアム運営の経験値が高い土木系の企業

が先行している世に見えるとの指摘があった。 
首都圏大手電力会社関係者からは、発電事業を俯瞰・長 

期的視点でとらえる必要性が指摘され、発電コストについ

ては、風力発電設備の設置、発電、売電、撤収等を含めた

事業全体のライフサイクル（事業過程）・ビジネスチェー

ン（事業連鎖）で考える必要があり、これら総経費を総発

電量の予測値で除することで単位発電量当たりの費用を

算出しているとの話があり、大規模投資と生活インフラに

関わる長期事業の採算性の確保や運用リスクの低減が重

要な関心事項であると思われた。 
地元漁協組合長を務める漁業者からは、組合としては事

業への賛意を示しているものの、個人的な所見として個々

の漁業者の立場は複雑であるとの指摘があった。洋上風力

発電設備は、漁業の阻害要因になることが予見されるが、

洋上風力発電で地域経済を活性化させようとの気運に水

を差すことは控えたいとの思いがあるとの説明があった。

着床式発電設備が人口漁礁になるとの指摘がある点につ

いては、魚の生息環境の変化がどのように漁獲に影響する

のかが不確実で、相乗効果を当然視でできないとの指摘が

あった。藻場が減少すればキツネメバルやクロソイといっ

た根魚の減少が見込まれ、仮に支柱に根魚が棲みついたと

しても、そこから遊離してこなければ漁獲できないといっ

た懸念がある。回遊魚の回遊経路によるキスやハタの漁獲

の減少や引き網と設備の抵触リスクの懸念も指摘された。

衝突回避のための荒天時の風車照射については、風車から

周りを照らすのではなく、周辺から風車を照らす照明の方

が安全確保には有効との指摘があった。更に、砂浜から直

接漁船を出す漁村集落があり、高波時に船が出せないこと

から、売電収益の一部を基金化し、水産業のインフラ整備

支援を求める案が議論されているとの話もあった。秋田県

漁協は売電の 1%を積み立て、地域漁業を支援する基金の

設立を提案している（朝日, 2020）。 

環境情報科学 学術研究論文集 35（2021）270



 

自治体行政官庁は、良好な風況という地域資源を活かし、

洋上風力発事業への地元企業の参入や電力の県外への売

電等による地域経済振興に高い関心を示した。地域経済が

活性化されれば、それにより県の財政基盤が支えられるこ

とになり、県としては地域経済を支える基盤として洋上風

力発電事業を形成していくことを目指している。しかしな

がら、県内企業の事業への参入を促すとはいっても、企業

の体制を急速に強化するために行政が直接支援できるわ

けではなく、また、大都市圏の金融・投資機関に比して資

金規模が限定的となっている地域金融機関の資金基盤の

強化といった課題についても行政が果たせる役割は限定

的との指摘があり、行政としては、地域経済の活性化や地

域社会振興に資する情報の提供、政策枠組みや社会基盤の

整備を進めることに注力しているとの話があった。 
秋田県には留学生を多数受け入れている大学も含め複

数大学があり、専門家として風力発電に関わる経済効果や

技術および沿岸・海洋環境などの議論に関わっている教員、

研究者が活躍している。風力発電という重要な地域資源を

活かすための学術研究や人材育成を進めていくことが期

待されているが、これらを大学のカリキュラムやプログラ

ムに反映させる、また、企業等でのインターンシップの拡

大などを制度化していくといった取り組みが今後の課題

であるとの指摘があった。 
 NPO 関係では、洋上風力に関する情報共有や啓発活動

などを進めている団体がある一方で、具体的に低周波音や

景観阻害などについての問題提起を行い、計画の見直しや

反対の声を上げている団体も見られる。地域住民の一部は

低周波音による不眠や健康被害の懸念から計画に反対、あ

るいは沖合遠方への建設を求めている。行政や事業者は低

周波音が健康被害を引き起こすことはないとの科学情報

の共有を図っている。一方、心理的要因に起因する影響に

ついては対応に限界があるものと思われた。また、秋田県

沿岸には既に多くの陸上風車が設置されており、更なる洋

上風力設備の設置による景観悪化や、バードストライクの

リスクの増大が指摘されている（朝日, 2014）。 
 ２．４ ステークホルダーの利害の構図化 
上記インタビューおよび文献調査等の結果を踏まえ、主

要なステークホルダーの利害の構図化を試みた（表２）。

企業、沿岸漁業者、行政、地域社会のステークホルダーが、

経済、環境、社会といった分野の様々な課題に関し、肯定

的な期待感を有しているものについては〇、不安・懸念を

有しているものを▲とし、簡略化した形で利害を表示した。

空隙は、強い利害や関心が明示的に示されなかたことを示

す。企業については、地元および首都圏に本社を置くのか、

また、業態別に区分した。また、経済については、主要な

関心事項を列記し、より具体的な利害の提示を試みた。な 

表 2 洋上風力発電に関わるステークホルダー 
の利害の構図 
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分野

企業

風力発電事業者 〇 〇 〇 〇 〇
組立・施工会社 〇 〇 〇 〇 〇
保守点検会社 〇 〇 〇 〇 〇
地方銀行 〇 〇 〇 〇 〇
首都圏
大手電力会社 〇 〇 〇
都市銀行 〇 〇

沿岸漁業者 ▲ ▲ 〇
行政
自治体 〇 〇 〇 〇
中央政府 〇 〇
地域社会
地域住民組織 ▲ ▲
NPO ▲ ▲ 〇
大学 〇 〇 〇
〇 期待あり、▲不安あり、GHG（温室効果ガス）

地元

 
 
お、地域経済については、概ね地域密着型の経済活動の増

進に期待を寄せる話が多く、回答ぶりに特段の差異を見出

すことができなかったことから、一般的な表記に留めた。 
 
２． 考 察 

 
 主要ステークホルダーの利害を構図では、企業や自治体

が経済効果に高い関心を有していることが示された。有識

者会合や施策立案などにより、社会基盤整備を進めてきて

おり、洋上風力発電の導入に伴う秋田県内の経済波及効果

については、事業全体で約8千億円の経済波及効果のうち、

県内企業の参入が横ばいである場合にはそのうちの 24%、

参入が拡大する場合には 40%が県内向けの経済波及効果

となるといった試算も提示していることなどがその背景

にある（秋田県, 2016）。地域振興、温室効果ガス排出削減、

雇用創出といった課題については多くのステークホルダ

ーが共通して期待を有していることも示された。一方で、

企業は環境や社会的側面の課題についての関心の表明が

明示的でないことも示された。また、漁業については、漁

業の存続・発展を行政や地域社会が考えられているとは推

定しうるが、漁業者以外からは漁業への悪影響への懸念や

対策の必要性にまで話が発展しなかった。 
 こうした利害を洋上風力発電によりもたらされると推 
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図２  洋上風力発電に関し推定されるステークホルダーへの便益と負の影響

定されるステークホルダーへの便益と影響を構図化する

と、それぞれのステークホルダーが様々な便益と負の影響

を受けることが推定されることを図示できる（図２）。温

室効果ガス排出削減は一般論としては理解できても、その

便益は企業取引以外では享受を実感しにくいと推定され

た。また、急速な事業展開を目指して大手企業や外資依存

を進めれば、地元企業に不利に働くという二律背反（トレ

ードオフ）の恐れも指摘された。集約的な洋上風力設備敷

設が漁場の減少や地域住民生活の不安に繋がりうる側面

も示した。再エネ海域利用法の下で、協議会が設置されて

いるが、電力事業者や漁業者、行政、専門家は構成員とな

っているが、地域住民の組織参加はない。協議会の構成員

を多様化させる、あるいは、協議かを補完する組織や制度

構築が有用視できる。悪影響を回避し、最適な事業展開を

図る上で、研修や空間利用計画、影響評価や基金設立、便

益共有制度構築等の模索にそれらの制度展開は効果的と

考えられる。

地域住民の関与のもう一つの方法として、投資家として

関与していく方法がある。電力会社の株主となるという方

法があるが、どの程度、意思決定に参画できるのかは現状

では疑わしい。欧州では、市民が投資家として風力発電事

業に参加する機会を提供したり、収益を地域開発に投資す

るコミュニティファンドを設立したりして、社会的受容や

共生を図る例が報告されている（尾方, 2013）。こうしたコ

ミュニティ基金の構想は地域の活性化や融和を促しうる。

地元企業による風車運営や、風車視察ツアーなど地域密

着・参加型の洋上風力発電の運用は地域活性化に寄与しう

る。県庁や市役所などは、地域住民の福利と地域経済振興

の調和を促すことが求められている。研究機関等が俯瞰的

観点から社会的合意形成や利害調整を促す知見の提供や

社会協働の促進を図ることも有用視できる。

おわりに

地域振興に資する洋上風力発電は持続可能な海洋経済推

進の施策としても重視され、その拡充が期待されている。

2019 年 4 月に施行された再エネ海域利用法の下で活用さ

れる協議会は、地域の産業の担い手や地域住民と事業者の

協調関係を構築する重要な役割を担っている。その便益と

影響は多様であると推定されるが、再エネ海域利用法の下

での協議会は構成員が限定的で、包摂的な合意形成や利害

調整、社会的受容、便益共有を実現するためには、構成員

の拡大、もしくは補完的制度を構築していくことが望まし

いと考えられる。事例の集積と共に、各地域での経験の共

有も有用である。洋上風力発電が地域の環境を保全し、

人々の生計を維持、改善しながら、地域社会振興を相乗効

果的に推進していくためには、現状や社会的ニーズを踏ま

え、地域の様々なステークホルダーの参画が可能となるよ

う協議会が制度的に発展を促し、大学や研究機関などとも

連携していくことが有用視される。
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